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　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚
く御礼申しあげます。ここに第129期（2022年4月1
日から2023年3月31日まで）の事業の概況をご報告
申しあげます。
　当社グループは、2022年度より2025年度までを実行
期間とする中期経営計画「TOPY Active & Challenge 
2025」をスタートしました。グループ基本戦略として

「セグメント経営の推進」「海外収益力の強化」「国内事
業基盤の強化」および「脱炭素化への貢献」の4項目を掲
げ、前中期経営計画で築いた事業基盤を生かした収益
力の強化策を着実に進めております。また、2050年の
豊かで持続可能な社会の実現に向けたサステナビリ
ティ長期ビジョン「TOPY Sustainable Green Vision 
2050」を掲げ、当社グループの強みを生かした新たな
価値の創造と社会課題の解決を図るサステナビリティ
経営の推進に取り組んでおります。
　当期の業績につきましては、原材料等のコスト上昇
に見合った販売価格の適正化や構造改革によるコス
ト改善の取り組み等を進めたことにより、過去最高の
売上高および3期ぶりの営業利益・経常利益の黒字化
を達成しました。これらの結果、フリーキャッシュ・フ
ローは黒字化し、自己資本利益率（ROE）においては4
期ぶりに5.0％超の5.4％となりました。
　今後も、中期経営計画の諸施策を着実に推進し、事
業の持続的な成長を目指してまいります。株主の皆様
におかれましては、なお一層のご支援とご鞭撻を賜り
ますようお願い申しあげます。

2023年6月

　このたび、社長に就任いたしました石井博美でございま
す。長年製鋼の仕事に携わってまいりまして、製鉄所の製
造現場、生産技術部門で30年のキャリアを積み、その後は
本社部門を経て、海外事業会社の経営にも携わりました。
　今回高松前社長からの申し送りを受け、多岐にわたる事
業を持つこの会社での重責を考えますと、身の引き締まる
思いです。高松前社長が先頭に立って進めてきた経営路線

をしっかり引き継ぎ、さらなる高みを目指して全力を尽く
してまいります。
　足元の世界・経済環境が激変する中、持続的に成長して
いくために「良き伝統を引き継ぎつつ」、「変えなければい
けないもの」と「変えてはいけないもの」をしっかり議論し、
かつ実行していくことが必要と考えています。

　当社グループの第一印象は、「進取の気性に富んだ風土」、
「先駆的技術に挑戦する伝統」そして「明るく元気に働き、
苦しいときには皆で乗り越えていく団結力」をもった企業

集団であり、とにかく「自由闊達な雰囲気」を持つ魅力的な
グループと感じています。

　当社グループを取り巻く事業環境は、従来型のグローバ
リゼーションの終焉、米中対立、ウクライナ情勢の長期化
等の地政学的リスクの高まりに加え、30年以上も物価お
よび給与上昇等が停滞していた日本においてもインフ
レーションが顕在化し、新型コロナウイルス感染症による
社会経済活動の制限に端を発した人手不足も相まって、労

働賃金の適正化等の対応が急務な状況にあります。
　中期経営計画を遂行する上での課題を解決し、会社の持
続的成長を担保するためには、これまでのビジネスモデル
では通用しないことは明白で、突如として起こる変化に対
し、どう意志を持って対処していくかという「変化への対
応力」が極めて重要です。どのような環境になろうとも「変

社長就任にあたり、ご自身の経歴と抱負をお聞かせください

トピー工業グループの印象をお聞かせください

トピー工業グループを取り巻く事業環境をどのように捉えていますか
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中期経営計画“TOPY Active & Challenge 2025”の下、当社グループの強みを生かした
新たな価値の創造とサステナビリティ経営の推進に取り組んでまいります。
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　鉄鋼セグメントは、当社固有の異形形鋼圧延技術による
マストレール材等の高付加価値製品の販売を拡大すると
ともに、鉄筋コンクリート用棒鋼「TACoilR」などの戦略製
品を粘り強く育てていきます。また世界トップレベルの高
効率電気炉において、さらなる省電力と生産性の向上を実
現し、コスト競争力強化を図ります。
　自動車・産業機械部品セグメントは、乗用車用アルミホ
イール事業の強化に加え、EV化で要請の高いホイールの
軽量化に継続して取り組みます。一方、小型乗用車向けの
小径ホイールにおいては、アルミよりスチールで製造する

方が軽量化できるため、スチールホイールの生産性向上に
も引き続き注力していきます。
　鉱山機械用ホイールや建設機械用足回り部品について
は、市販向けや補給部品向けの拡販等を強化していきます。
　発電セグメントについては、バイオマス固形燃料の配合
試験を進める等、カーボンニュートラルの実現に向けた取
り組みを推進しています。
　併せて事業の持続的な成長と変革を成し遂げるために、
人財の確保・育成とDX戦略を推進してまいります。

える」という強い意志をもってアクティブにチャレンジし
続け、常に新しいモノづくりに挑戦し、さらに付加価値の

高い製品・サービスを生み出し、社会から信頼されるグ
ループであり続けたいと考えています。

原材料、電力等のエネルギー、副資材等のコスト上昇に見合った販売価格の適正化や堅調な
鉱山機械用超大型ホイールの需要の捕捉等を進めたことにより、売上高は過去最高の
334,496百万円（前期比23.3%増）となりました。

鋼材製品におけるプロダクトミックスの最適化、構造改革等のコスト改善の取り組み等により、
前期から大きく回復し、営業利益は7,175百万円（前期　営業損失1,706百万円）となりました。

持分法による投資損益の改善等により、9,444百万円増益の8,043百万円の経常利益（前期　
経常損失1,401百万円）となりました。

特別損益は621百万円の損失（純額）となり、親会社株主に帰属する当期純利益は前期に比べ
5,934百万円増益の6,321百万円（前期比1,535.1%増）となりました。

当期の期末配当金は、当社の利益配分に関する基本方針及び当期の業績を勘案し、１株当たり
68円とさせていただきました。なお、中間配当金は１株当たり20円を実施いたしましたので、
年間配当金は１株当たり88円となります。

連結決算ハイライト
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△2,943
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△4,497

578 386

6,321

6,500
（予想）
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（予想） 88.0

（予想）

40.0

20.0 20.0

88.0

年間 中間

20.0

9,500
（予想）

342,000
（予想）

売上高 営業利益又は
営業損失（△）

経常利益又は
経常損失（△）

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

1株当たり配当金（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：円）

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

配 当

親会社株主に
帰属する

当期純利益

各セグメントの課題、今後の見通しはどのような内容になりますかQ
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親会社株主に
帰属する

当期純利益
6,321

売 上 高

❶資産
　受取手形、売掛金及び契約資産の増加11,125
百万円、現金及び預金の増加2,703百万円、有形
固定資産の減少2,675百万円等により、前年度末に
比べ10,126百万円増加し、292,322百万円となり
ました。
❷負債
　長期借入金の増加3,053百万円、電子記録債務の
増加2,819百万円、短期借入金の減少5,501百万
円等により、前年度末に比べ2,404百万円増加し、
170,897百万円となりました。
❸純資産
　利益剰余金の増加5,403百万円、為替換算調整
勘定の増加3,371百万円等により、前年度末に比べ
7,721百万円増加し、121,425百万円となりました。

❹営業活動によるキャッシュ・フロー
　税金等調整前当期純利益7,421百万円、減価
償却費13,295百万円、売上債権の増加10,351
百万円等により、15,058百万円となりました。
❺投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出8,130百万円等に
より、△8,360百万円となりました。
❻財務活動によるキャッシュ・フロー
　長期借入金の返済による支出7,067百万円等に
より、△4,677百万円となりました。

　 資産合計
282,195

負債純資産合計
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❶資産合計
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負債純資産合計
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セグメント別売上高

334,496
鉄鋼セグメント 107,971 32.28％

自動車・産業機械部品セグメント 198,147 59.24％

発電セグメント 21,957 6.56％

その他 6,418 1.92％

2022年度

△185

１株当たり純資産（単位：円）総資産・純資産・自己資本比率
（単位：百万円）総資産 純資産

自己資本比率

41.1%39.2% 40.3% 40.6% 39.9%

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）（単位：円）
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財政状態

経営成績

キャッシュ・フローの状況
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流動負債
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固定負債
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流動資産
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137,775
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有形固定資産
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営業外収益 2,155

売上原価 289,880
販売費及び一般管理費 37,440

営業外費用  1,288

特別利益  85

特別損失 707
法人税等 983
非支配株主に帰属する
当期純利益 116

　財務活動による
キャッシュ・フロー
△4,677

現金及び
現金同等物の

期首残高
19,850 　投資活動による

キャッシュ・フロー
△8,360

　営業活動による
キャッシュ・フロー
15,058 現金及び

現金同等物に
係る換算差額

717

現金及び
現金同等物の

期末残高
22,588

セグメントの業績 連結財務諸表のポイント
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　当社グループのトピー・エムダブリュ・マニュファクチャリング・メキシコは、原産国証明のタイムリーな手続きや貿易に
関わる日産自動車メキシコのパフォーマンス評価である「NMX Annual customs & Trade」で全サプライヤーの中で第1位
を受賞しました。
　また、アサヒテック・アルミニウム・タイランドは、KTM（オーストラリアのバイクメーカー）より「Supplier Quality Award 
2021」を受賞しました。この賞は、2021年1月からの1年間、
品質が優秀であったサプライヤーに贈られる賞で、KTMの
トップサプライヤーの中の1社に選ばれました。
　当社および当社グループは、今後も顧客満足度向上に努め、
プレゼンスを高めてまいります。

　当社はこのたび、株主優待制度を一部変更いたしました。変更後の
株主優待制度では、当社株式を1,000株以上ご所有の株主様に対し、
オリジナルカタログギフトを贈呈いたします。株主優待制度の
さらなる充実と利便性向上のため、株主様がお好きな商品を選択
いただくことが可能となるカタログギフトに変更いたしました。なお、
カタログギフトの中から引き続きフラワープレゼントを選択でき、
また優待品に代えて社会福祉団体への寄付も可能としております。
　変更後の制度は、2023年３月31日現在の株主名簿に記録され
た株主様より適用いたします。

　当社は、2022年12月に東京大学発スタートアップの株式会社EVERSTEEL
と共同で、AIによる鉄スクラップの等級やダスト量の解析、不適合品検出に
関する実証実験を開始しました。これにより、鉄スクラップの受入れの際に
実施している検収員の目視による鉄スクラップ品質の査定結果のばらつきや
人財不足といった課題の解決を図ります。今後、鉄スクラップの解析結果を
用いて、検収プロセス後の鉄スクラップの電気炉への装入や、溶解などを含めた
製鋼プロセス全体の最適化に向けた開発を進めてまいります。

　当社株式を1,000株以上ご所有の株主様
への株主優待は、交通傷害保険に加え、昨年
度はフラワープレゼントまたは社会福祉
団体への寄付のいずれかをお選びいただき
ました。
　寄付を選択された株主様に代わりまして、
当社から社会福祉団体へフラワープレゼン
ト相当額の寄付を行いました。

他社よりさまざまな賞をいただきました 株主優待制度を一部変更いたしました

AIによる鉄スクラップの品質査定の実証実験を開始

社会福祉団体への寄付

トピックス

日産サプライヤー賞の賞状

豊橋製造所　スクラップヤード

TOPICS

01
TOPICS

03

TOPICS

02
TOPICS

04

KTM　Awardの盾

※左記の表は、このたびの変更内容
についてのみ記載しております。
当社の株主優待制度は100株以上
ご所有の株主様を対象としており
ますので、詳細につきましては裏
表紙「株主優待制度のご案内」をご
参照ください。

※株主優待制度の詳細は裏表紙をご覧ください。

1,000株
以上

交通傷害保険の付保
死亡・後遺障害保険（最高100万円）
入院特約（3,000円/日）
通院特約（1,000円/日）

フラワープレゼントまたは
社会福祉団体への寄付

2022年3月末株主様 2022年9月末株主様

寄付選択者数 204名 210名

寄付金額 612,000円 630,000円

寄付先 （公財）交通遺児育英会 （公財）交通遺児育英会

交通傷害保険の付保
死亡・後遺障害保険（最高100万円）
入院特約（3,000円/日）
通院特約（1,000円/日）

オリジナルカタログギフトまたは
社会福祉団体への寄付

変更前ご所有株式数

株主優待制度の寄付金内訳

変更後
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金融機関
30.43%

個人・その他
31.25%

外国人
11.84%

その他国内法人
25.52%

証券会社
0.96%

会社概要 （2023年3月31日現在） 株式の状況 （2023年3月31日現在） 株主メモ

商 　 　 　 　 号 トピー工業株式会社
創 　 　 　 　 立 1921年（大正10年）10月
資 　 本 　 金 20,983百万円
従 業 員 数 単体 1,774名　連結 5,706名
主 要 な 事 業 所
 本 　 　 　 社  東京都品川区大崎一丁目2番2号
  TEL 03-3493-0777（総務部直通）

 支 　 　 　 店  名 古 屋 支 店 名古屋市中区
  大 阪 支 店  大阪市中央区

 生 産 拠 点  豊 橋 製 造 所  愛知県豊橋市
  豊 川 製 造 所  愛知県豊川市
  綾 瀬 製 造 所  神奈川県綾瀬市
  神 奈 川 製 造 所  神奈川県茅ヶ崎市

 研究開発拠点 事業開発戦略センター 愛知県豊橋市

取 締 役
取 締 役 会 長 高 松 信 彦
代表取締役社長 石 井 博 美
取締役副社長 木 嶋 伸 一
専 務 取 締 役 武 澤 雅 吉
専 務 取 締 役 中 村  　 毅
常 務 取 締 役 立 花 修 一
取 締 役 桐 山  　 毅
取 締 役 金 子 浩 子
取 締 役 三 上 高 弘

監 査 役
常 勤 監 査 役 川 野 孝 徳
常 勤 監 査 役 早 川 進 也
監 査 役 川 岸 哲 哉
監 査 役 酒 井 明 夫

執行役員
常務執行役員 青 山 英 樹
常務執行役員 阿 部 正 裕
常務執行役員 田 中 克 芳
常務執行役員 酒 井 哲 也
常務執行役員 安 原  　 優
常務執行役員 高 橋 正 年
執 行 役 員 七 山 孝 二
執 行 役 員 勝 山 秀 雄
執 行 役 員 加 納 愛 仁
執 行 役 員 川 上 浩 司
執 行 役 員 竹 内 浩 二
執 行 役 員 飯 塚  　 剛
執 行 役 員 多 田 晋 一 郎
執 行 役 員 小 柳 津 智 毅
執 行 役 員 野 秋 明 弘
執 行 役 員 小 川 博 史

役  員（2023年6月23日現在）

連結子会社（28社） 
■ 日本

トピー実業株式会社 明海リサイクルセンター株式会社
トピー海運株式会社 株式会社三和部品
トピーファスナー工業株式会社 明海発電株式会社
株式会社トピーレック リンテックス株式会社
九州ホイール工業株式会社 西部ホィール株式会社
株式会社トージツ ATCホールディングス株式会社
株式会社オートピア 旭テック株式会社

■ アメリカ
トピーアメリカ,INC. アサヒテック ノースアメリカ
トピープレシジョンMFG.,INC.

■ メキシコ
トピー・エムダブリュ・マニュファクチャリング・メキシコS.A. DE C.V.
トピーファスナー・メキシコS.A. DE C.V.

■ 中国
福建トピー汽車零件有限公司
トピー履帯（中国）有限公司
輪泰科斯（広州）汽車零配件有限公司
広州旭ドンリンリサーチ＆デベロップメント

■ インドネシア
トピー パリンダ マニファクチャリング インドネシア
トピー履帯インドネシア

■ タイ
トピーファスナー（タイランド）LTD.
アサヒテック･アルミニウム･タイランド

■ ベトナム
トピーファスナー・ベトナムCO.,LTD.

売 上 高

アメリカ
31,838  9.52％

日本
251,195  75.10％

その他
40,011  11.96％

中国
11,451  3.42％

334,496

発行可能株式総数 ………………………………… 88,300,000株
発行済株式総数 …………………………………… 24,077,510株
株主数 …………………………………………………………… 12,588名
大株主一覧 （上位10名）

株　主　名 持株数（株） 持株比率（%）

日 本 製 鉄 株 式 会 社 4,818,264 21.07

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ） 2,053,000 8.98

ト ピ ー フ ァ ン ド 1,097,210 4.80

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 975,134 4.26

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 787,802 3.45

トピー工 業グループ 社 員 持 株 会 745,731 3.26

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 614,127 2.69

株 式 会 社 り そ な 銀 行 413,605 1.81

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 374,600 1.64

Ｍ Ｗ  ＩＴＡＬＩＡ  Ｓ ．Ｒ ．Ｌ ． 367,200 1.61

（注） 1.   当社は、自己株式を1,212,022株保有しておりますが、上記大株主から
は除外しております。

 2. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
 3. トピーファンドは、当社及び関係会社取引先持株会の名称です。

自己株式は個人・その他に含めて記載しています。

住所変更、単元未満株式の買取・買増等の
お申出先について

株主様の口座のある証券会社にお申し出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設さ
れました株主様は、特別口座の口座管理機関である
三井住友信託銀行株式会社にお申し出ください。

未払配当金のお支払いについて

株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社に
お申し出ください。

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

基 準 日

単 元 株 式 数

株 主 名 簿 管 理 人
（特別口座管理機関）

お問い合わせ先

公 告 方 法

4月1日から翌年3月31日まで

6月

3月31日（定時株主総会・期末配当）

9月30日（中間配当）

100株

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話 0120-782-031（フリーダイヤル）

http://www.topy.co.jp/
電子公告により行います。
ただし電子公告によることができない
事故その他やむを得ない事由が生じた
ときは、東京都において発行する日本経
済新聞に掲載して行います。

地域別の売上高 （単位：百万円） 所有者別株式分布状況
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2023年6月23日開催の当社第129回定時株主総会において、
下記のとおり報告および決議されましたので、ご通知申し
あげます。

1）  第129期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業
報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件は、その内容について報告
いたしました。

2）  第129期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算
書類報告の件は、その内容について報告いたしました。

第1号議案： 取締役９名選任の件は、原案どおり承認可決され
ました。

第2号議案： 監査役２名選任の件は、原案どおり承認可決され
ました。

以上

決議事項

報告事項
記

第129回定時株主総会決議ご通知 株主優待制度のご案内
ご所有株式数 優待内容

100株以上
300株未満

交通傷害保険の付保
死亡・後遺障害保険（最高100万円）
入院特約（3,000円/日）

300株以上
1,000株未満

交通傷害保険の付保
死亡・後遺障害保険（最高100万円）
入院特約（3,000円/日）
通院特約（1,000円/日）

1,000株以上

交通傷害保険の付保
死亡・後遺障害保険（最高100万円）
入院特約（3,000円/日）
通院特約（1,000円/日）

オリジナルカタログギフトまたは
社会福祉団体への寄付

【交通傷害保険】
当保険は保険期間内に発生した交通事故によるけがが対象になります。
疾病は対象になりません。
保険期間 	 3月末基準日株主様　7月1日～12月31日
	 9月末基準日株主様　翌年1月1日～6月30日
保険対象者	 弊社株主名簿に記録されている個人・法人様
	 ただし、法人株主様の場合は、社長、頭取、
	 理事長等、当該法人様組織の長たる方1名
保険内容についてのお問い合わせ、事故のときのご連絡は、下記事務局
までお願いします。

株主優待「交通傷害保険」サポート事務局
株式会社トピーエージェンシー
フリーコール：0120-959-766　TEL：03-5436-0212
引受保険幹事会社：損害保険ジャパン株式会社

【オリジナルカタログギフトまたは社会福祉団体への寄付】
3月末基準日株主様　6月ごろ
9月末基準日株主様　12月ごろ

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

https://www.topy.co.jp/

https://twitter.com/TOPY_INDUSTRIES

トピー 検索検索

トピー　ツイッター 検索検索

ウェブサイト

当社ウェブサイト
Twitterのご案内

Twitter公式アカウント
＠TOPY＿INDUSTRIES


